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抄 録
昨今の ICTの大きな進化の中で，クラウド・サービスやそれを支えるネットワーク，セキュリティサー

ビスなどが充実してきており，大量データを取り扱う基盤の選択肢が増えている。日本製鉄（株）において
も，DXの推進にあたり，エンタープライズアーキテクチャの再設計を行い，DXを実現するプラット
フォームとして整備を推進しているので，以下に紹介する。

Abstract
Along with the major evolution of ICT in recent years, many types of cloud services, network 

options, and security services have emerged. In addition, there are many platform options for 
handling large amounts of data nowadays. To promote DX, we redesigned our enterprise architecture 
and developed it as a DX platform.

1.	 はじめに

鉄鋼業では受注生産を基本としており，かつ大規模な製
造設備で複数工程を経て，非常に多くの製品に作り分けら
れていく。受注管理から始まり，製造プロセスにおける品
質管理や，注文の納期や品質を考慮しながらも生産能力を
最大限に発揮するようにグルーピングしてスケジューリン
グする生産計画など，その時代における最新のシステム技
術を多く取り入れ，また研究開発し，システム構築を実施
してきた 1)。鉄鋼業の多くの工場は，補修などの時間を除
けば，多くは 24時間 365日の連続操業である事も特徴の
一つであり，システム基盤もそれをふまえた可用性（シス
テムが継続利用できる能力・度合い）が求められる。また，
その中で生み出される情報量も膨大になる。このような特
徴を持つ日本製鉄（株）のシステム基盤について，システム
の変遷および課題，対応から紹介し，その後，データ利活
用基盤や解析･AIプラットフォームなどについて紹介する。

2.	 日本製鉄のシステム基盤の変遷：従来のシス
テム開発について

日本製鉄では，1968年（昭和 43年）に世界に先駆けて，
当時の八幡製鐵（株）君津製鐵所厚板工場にて 24時間 365
日稼働する工場に初めてオンラインシステムを構築した

（IBM360-M40（図1）；（CPU：0.3 MIPS，ディスク容量：300 
MB，メモリ：32 KB）を 4台活用し構築）。それまでの紙の
受け渡しによる，製造情報指示／製造実績情報収集から，
システムによるオンライン指示／オンライン実績収集へと，
大きな変化をもたらした。当時は，高度成長時代という事
もあり，徹底した省力化と生産性の高い工場を建設する事
が至上命題であり，生産設備の自動化および生産管理シス
テムのオンライン化が要求され，それを実現するための最
新コンピュータ技術の導入が必須であった。具体的には，
24時間の工場操業を支える仕組みとして，多工程から送ら
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図1　MF計算機外観：IBM360-M40
Appearance of IBM360-M40
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れてくる複数の実績情報を，混乱する事なく正確に処理す
る仕組み（トランザクション管理）や，メインフレーム計算
機（以下MF）がダウンしても，送られてきた（送ろうとした）
伝送情報を失う事なく保存しておく仕組み（キュー管理）
が必要であり，そのような機能を有したアプリケーション
ソフトやミドルウェアソフトが必要であった。
しかし，システム構築した当時において，上記機能を有
するオンラインシステムのミドルウェアソフト製品がな
かったため，内製にてミドルウェアソフトを開発し，前述
の計算機に実装した。個別の業務アプリケーションについ
てもあわせて開発を推進し，上記ミドルウェアを活用する
事で，リアルタイムな要求に対応するシステムを構築した。
世界に先駆けた 24時間操業を支えるオンラインシステム
はこのようにして実現する事ができた。この 1960年当時か
ら，“無いものは作る” “自分達のシステムは自分達で作り
上げる（自前主義）”という思想（社風／文化という人もいる）
が脈々と受け継がれてきた。現在までに，全国に点在する
製鉄所のオンプレミス（自社運用）環境に，それぞれが独
自にMF基盤・分散系基盤等の様々なシステム基盤や，ミ
ドルウェア，アプリケーションを内製してきた。
“ 24時間 365日”絶え間なく生産を続ける鉄鋼生産現場

においては，システムの “安定性・可用性 ”や実績値を即
座に伝送・処理する “応答性 ”の確立はシステムを構築す
る上での必須要件となる。“自前主義によるシステムの作
り込み ”という考え方は，それらに対しても，工場ごとの
要件に合わせてシステム開発を行えたため，日本製鉄と親
和性が高かった。また，システム障害対応やシステム改修
時にも自分達で対応する事が可能であり，生産現場を支え
るシステムとして “安定性・可用性・応答性 ”という観点
で，大きな成果を収めてきた。自前主義ゆえに，技術者の
育成やノウハウの蓄積についても，中長期的かつ一貫した
育成プランを練る事ができ，“安定性・可用性・応答性 ”
という観点以外にも大きなメリットがあり，今日に続く日
本製鉄としての技術力の担保・ノウハウの蓄積等，様々な
成果を上げてきた。
しかし，昨今の計算機や通信機器の飛躍的な性能向上お
よび仮想化技術の発展を背景とした，クラウド環境・外部
サービス利用環境の下では，自前で整備する必要のないシ
ステム基盤も多くなってきている。当時はそのような環境
やサービスが一切ない時代であり，否が応でも“自分達で
やらざるを得ない ”という状況であったのも事実である。
1960年代後半からMF基盤上に内製したシステムを作って
きたが，1990年代に入り，分散化という時代の流れに乗り，
オンプレミス環境に個々の業務別にサーバー機器やソフト
ウェアを導入し，分散系システムのメリットを享受してき
た。しかし，独自開発ゆえの課題も徐々に顕在化してきた。

3.	 日本製鉄のシステム基盤の変遷：従来システ
ム開発における課題

3.1	 新技術適用時の時間コスト増大
日本製鉄でのシステム開発においては，どの製造拠点で
あっても，またMF基盤／分散系基盤いずれの基盤上の開
発であっても，“ウォーターフォール型（以下WF型）”の
開発が基本となっていた。システム仕様を確定し作り込み，
テストを重ねリリースをしていく一連の開発手法は，高品
質なシステムをリリースする上で最も用いられる開発手法
であり，我々としても現在でも多くのシステム開発におい
て活用している。一方，積み上げ式の手法であるがゆえに，
一度仕様を確定（凍結）してしまうと，仕様の変更はでき
ない，もしくは開発工期を見直してあるフェーズからやり
直す（製作のやり直し，テストのやり直し等）といった手戻
りを発生させてしまう手法でもあり，システム仕様が定め
にくい／試行錯誤したいという類のシステム開発プロジェ
クトにおいては，適さない開発手法である。我々は長年に
渡りWF型での開発を大規模に実施してきており，そのた
め，一度システム構築をすると，小さな改善の積み上げは
あるものの，大層は基本的な構造を変えないまま，長期間
に渡って使い続ける傾向にあった。日本製鉄のプログラム
保有数は有効行数ベースで約 8億行にもなるが，その中で，
稼働を開始してから 16年以上経過しているプログラムが
実に全体の 70％にものぼり，25年超のプログラムは約半
分の 47％存在する（図2）。
一度構築したものについては，基本的な構造の刷新をし

ないままに使い続けてきた事により，既存のシステムに対
して “最新の技術を即座に適用したい／この機能だけ最新
の技術で作り直したい ”となっても，容易に新技術を適用
する事や，一部機能のみを最新技術で作り直す事ができる
という事は少なかった。大抵の場合，長年使っている基盤・
プログラムを大規模に改修・刷新する必要が出てきてしま
う。その結果，時間的にも費用的にも負荷の高い作業を実
施していかなければならなくなり，それを実施するための
相応の理由および関係者の合意が必要となってくる。様々

図2　稼働開始からの経過年数（プログラム有効行数割合）
Number of years since system operation started
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な周辺環境の変化が激しく，その変化に追従していかなけ
ればならない現在の環境をふまえると，“時間を要する・
スピード感を持って対応できない ”という事は致命的な課
題となってきている。

3.2	 開発維持人員の固定化／ノウハウのブラックボッ
クス化（育成問題）

前述した保有プログラム 8億行のうち，MF基盤・分散
系基盤双方において，COBOL言語が相当量を占めている
ほか，PL/I言語やアセンブラ言語も一定量存在する。これ
らの言語を扱える技術者の年齢層は年々高くなってきてお
り，技術者の確保に関わる課題が年々浮き彫りになってき
ている。更には “自前主義 ”で内製してきたミドルウェア
やツールに関しても，特定技術者しか理解できない，もし
くは既に理解できる人が残っていない状況（ブラックボッ
クス化）が発生してしまっている場合もあり，中身を知る
事ができない，ゆえに人員を育成しようとしてもできない
状況が生まれている。残っている知見者の高齢化も進んで
いる事から，残された限りある時間の中で，“標準的な機
構への脱却 ”と “現状システムのノウハウの伝承 ”を両輪
として対応していかなければならない状況となっている。

4.	 2000年代の課題と対応：コミュニケーショ
ンツール・業務システムの統合

元々各製鉄所でシステム予算は別々に管理しており，シ
ステム人材も製鉄所に属する組織であったため，全社とし
て統一したシステムを導入する事は少なかった。しかしな
がら，前述した課題解決の一つとして，我々は 2000年代
から，本社および全製鉄所に共通的に所持している業務機
能（コミュニケーションツール，一般管理系システム等）を
統合集約しながら，効率的に刷新する事を開始した。

4.1	 コミュニケーションツールの統合
コミュニケーションツールにおいては，従来，製鉄所ご

とに個別に導入していたメール・スケジュール管理ソフト
は全社として同じソフトウェアを導入し，更に各製鉄所で
保有していたサブドメインを社として一つに統一し，アド
レス帳も一元化した。個別だった製品を統一する事で，メ
ンテナンスや運用方法を効率化する事ができたほか，ソフ
トウェアライセンス購入においても，全社員利用によるボ
リュームディスカウントを得る事ができた。また，全国各
製鉄所メンバーの予定が一元的に確認できるほか，従来エ
クセルで他所メンバーのメールアドレスを調べてからメー
ルを作成していた手間もなくなり，スムーズなコミュニケー
ションを行えるようになった。

4.2	 NS-eSYS 構築
一般管理系のシステムは，社員が共通的に利用する機能

を有している事が多い。従来，各製鉄所に同じ機能のシス
テムを別々に構築しており，製作・維持管理含め非常に非
効率な状態となっていた。このような状況を改善すべく，
“新統合業務システム基盤：NS-eSYS（エヌエスイーシス・
Nippon Steel e-business systemの略）”を 2003年に立ち上げ
た。この NS-eSYSは単なる基盤統合の案件ではなく，従
来にない画期的な試みを実施した。以下，特徴的な取り組
みについて述べる。

4.3	 “ NS-eSYS 憲章” の策定
NS-eSYSを構築するにあたり，単純に各製鉄所に存在す

るサーバーを集約するだけではなく，“アプリケーション構
造を標準化 ”し，大規模サーバーに集約する事で，“サー
バーリソースの効率利用 ”と “アプリケーション追加の容
易性を向上 ”する事を目的にした。これに先立ち，まずは，
開発者・利用者の拠り所となる“憲章 ”を策定（A4資料で
約 60ページ）し，構築の目的・基本方針・各機能の考え方
等を文書化した。これにより，どの開発フェーズであって
も，誰でも基本に立ち返り，考え方を修正・統一化してい
く事が可能となった。それまでにない，大規模な標準化・
大規模統合サーバーの構築であったため，憲章の存在は非
常に有意義なものであった。2003年の NS-eSYS立ち上げ
当初，100本前後だった稼働アプリケーション数は，3回の
ハードウェア更新を経て，現在 582本まで増加している。
各製鉄所で個別に構築していたシステムを，全社員が共通
的に利用できるシステムとして再構築した事で，運用やコ
ストにおいて大きな成果を得られた。また，考え方やアー
キテクチャを大規模に変更する際には，“憲章 ”の存在は
非常に有意義である事もこのプロジェクトを通して得た知
見であった。

5.	 DX実現に向けた課題

2003年に立ち上げた NS-eSYSは，都度発生する課題を
解決しながら，そのアプリケーション実装数を着実に増や
してきた。しかし，現在も稼働中の NS-eSYSであるが，
2010年代に入り新たな課題が顕在化してきた。

5.1	 会社統合とアジア地域における環境変化
前述した通り，日本製鉄は様々な会社との合併を繰り返

し，現在に至っている。特に 2010年代の新日鐵住金（株）
誕生（旧新日本製鐵・旧住友金属工業統合）以降，2019年
には，6大製鉄所構成へのシフトに伴う，全国の生産設備
の統廃合を実施し，2019年から 2020年にかけて日本製鉄
が誕生した（日本製鉄への商号変更，日本製鉄・日新製鋼
統合）。システム部門としても，更なる効率化とガバナンス
強化などを目途に，本社情報システム部門と各製鉄所に
別々に所属していた情報システム関係者を，本社情報シス
テム部員として一つの組織に統一した。社外においては，
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東アジアにおいて，日本製鉄グループ会社の複数新鋭ミル
が新たに稼働を開始しており，海外競合者との品質と価格
の競争は熾烈を極め，品質を損なう事なく，国際コスト競
争力を強化しなければ勝ち残れない状況にあった。このよ
うな環境では，“変化に対応した素早い意思決定 ”と “経
営環境の変化に迅速に対応できるシステム構造 ”の実現が
非常に重要であった。
前述のように 2000年代より，コミュニケーションツール

の統一，NS-eSYSの構築により，全社共通基盤化を進めて
きており，一定の成果を収めているが，“更なる運用の効
率化 ”および “世の中の変化のスピードに追従するための
業務シフト”を実現するために，前述した課題解決と並行
して，更に踏み込んだ対策を迫られた状況となっていた。
つまり，従来のシステム構築手法（自前主義によるオンプ
レミス環境への統合基盤構築）では，変化のスピードに追
従するには限界があり，より大胆で踏み込んだマインド
チェンジを伴う施策が必要であるという課題認識を持っ
た。

6.	 “情報システム憲章”の策定

このような課題認識の下，NS-eSYS構築時に策定した
“憲章 ”を，今回の課題解決の中でも策定する事とした。
NS-eSYS構築時は，あくまで当該基盤に関する憲章であっ
たが，今回は範囲を広げ，“日本製鉄のシステム全領域に
渡る道標 ”として，“情報システム憲章 ”を策定する事とし
た。これは，一部の基盤／領域だけの憲章では，変化に追
従できるような一貫したアーキテクチャ構築を行う事は困
難と考えたためである。
この “情報システム憲章 ”の中で，明確に自前主義を脱
却する事を宣言した。その上で，サービス利用／クラウド
利用を最大限取り込んだ（内製領域は最小限に抑える）シ
ステム構築に舵を切り，様々なクラウド環境の活用やベン
ダー提供のサービス環境の利用を始めたところである 1)。

6.1	 “クラウド・サービス活用ガイドライン”の策定
前述した通り，日本製鉄は “情報システム憲章 ”を策定

し，その中で，明確に自前主義を脱却する事を宣言した。
しかしながら，1960年代から，脈々と受け継がれている“自
前主義 ”による内製の考え方（文化）は簡単に払拭する事
はできず，いきなり“クラウド環境を存分に使いなさい ”
と言われても，憲章を策定しているメンバーですら戸惑い
を持つ状況であった。そこで，“情報システム憲章 ”の下
位文書として，“クラウド・サービス活用ガイドライン ”を
策定し，憲章に記述されている内容・考え方をより理解し
やすく，クラウド・サービスを積極的かつ正しく利用でき
るような読本を策定した。これにより，クラウド環境の理
解が深化し，結果として，非常に早い環境変化に追従でき
るシステム基盤の構築に寄与できたと考えている。読みや

すさ，理解しやすさを意識しており，結果として，情報シ
ステム憲章とほぼ同等のボリューム（A4約 60ページ）と
なっている。

7.	 “情報システム憲章”に基づく，新たなシステ
ム活用・構築

2022年 4月時点で，日本製鉄では 44システムにおいて
クラウド環境を利用している。また，クラウド環境以外で
も，各ベンダーが提供するサービス環境を利用している仕
組みもあり，今後も更に利用を拡大していく予定である。
その中でも特に業務システムの中核を担うNS-eSYS基盤
（NS-eSYS2019）は 2025年 EOSL（End Of Service Life）の予
定であり，このタイミングで次期基盤（NS-eSYS2025）を構
築予定である。この新基盤では，情報システム憲章を反映
し，経営環境の変化に迅速に対応できるシステム構造を実
現していく（図3，4）。

8.	 データ収集・蓄積基盤

次に，データ利活用について紹介する。日本製鉄におけ
るデータ利活用は，図5 2)にあるとおり，データ収集～デー
タ連携～データ解析～ AI実装の流れで，それぞれ基盤を
整備し推進している。
社内のデータとしては，図6に示す通り，営業，財務な

どの全社管理のシステムでのデータ，各製鉄所での生産管

図3　旧／現NS-eSYS基盤比較
Comparison of Old and New NS-eSYS

図 4　新NS-eSYS基盤概要
Overview of New NS-eSYS
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理システム，操業システム，制御計算機，制御装置，センサー・
設備機器などからの設定や実績のデータなど，様々な種類
のデータがあり，それぞれの要件に応じた収集周期，蓄積
期間などを考慮し，蓄積されている。
だたし，製鉄所の敷地は非常に広く，電源整備，ネット

ワーク整備などの費用も多くかかるため，現在においても
十分なデータ収集・蓄積ができているわけではなく，各種
のセンサー情報などについては，設備安定化統合プラット
フォーム（NS-IoT™） 3)などの新規技術を活用して更なる
データ拡充を進めているところである。
蓄積場所については，主な活用場所，データ量によるネッ

トワーク負荷などを考慮し，全社の集約基盤（クラウド含
む）や各製鉄所の基盤など分散した配置としている。

9.	 統合データマネジメント基盤NS-Lib™

社内にはこれまでも，多くのデータを蓄積し，操業の管
理や解析などに活用してきた。データの利用の仕方も様々
で，管理，操業改善，トラブル解析などそれぞれの部門に
おいてデータに基づいた業務を推進している。
データ利活用ツールとしては，Tableauなどの BIツール

（Bussiness Intelligence Tool）や DataRobot®などのデータ分
析ツールなどを活用し，ダッシュボード活用による情報の

共有や高度なデータ分析などを実施してきた。
更なるデータ利活用のために，2020年にデータガバナン

ス成熟度のアセスメントを実施し，強化すべき点の洗い出
しを行った。結果，これまで以上にデータの資産価値を上
げ，データ利活用推進するためには，“横断的なデータ活
用の仕組み ”，“メタデータ管理の仕組み ”，“データガバ
ナンス体制などの強化 ”が必要である事が判明した。
これまで社内におけるデータ利活用は，当該システムの
オーナーやユーザなど，そのシステムおよびデータを知っ
ている人のみがデータを扱うケースが多く，他部門の人が
利用する場合には，人による項目定義の確認やデータの受
け渡しが発生していた。この一つの原因が，アセスメント
での指摘にあった，全社のデータベースの “メタデータ管
理の仕組み ”の欠如であり，結果として，主にそのシステ
ムのオーナーやユーザなど，そのデータの存在や定義など
を知っている，限定されたメンバーしか自由にデータ利活
用できない状況となっていた。また，アセスメントでのも
う一つの指摘である “横断的なデータ活用 ”のために必要
なアクセス制御を効率的に実装する機能の欠如により，容
易に他部門へのデータ開示ができず，人によるデータ受け
渡しが発生していた。最後に，一層のデータ利活用推進の
ためには，上記の基盤整備と共に，“データガバナンス体
制などの強化 ”が必要であると考え，ガバナンス強化を推
進しているので，本誌別稿 No. 20の中で報告する。
上記の状況をふまえて，今回，統合データマネジメント
基盤 NS-Lib™（以下 NS-Lib™）を構築した 4)。

NS-Lib™には，主に下記の二つの機能があり，いずれも，
これまで以上に，効率的なデータ利活用や，社内のより広
い部門でのデータ利活用を目的としている。
①メタデータ管理の機能（カタログ管理機能）
②全社のアクセス制御の機能
メタデータ管理については，クラウド，オンプレミスの両
方のデータベースに対応している Talend®を採用し，構築
している。また，アクセス制御機能については，Snowflake®

や仮想データベースDenodo®などの機能を活用する事で効
率的に構築を進めている（図7  2)）。

10.	統合データ解析プラットフォーム

サプライチェーンおよびエンジニアリングチェーンへの
AIや IoTを含む高度 ITの積極的な導入により，安全・操
業への支援や働き方改革などによる競争力のある製造現場
づくり，予防保全による安定生産，品質向上，インテリジェ
ント化（業務の高度化）を推進する事を通して，顧客に必
要な高品質な鉄鋼製品を安定的かつタイムリーに提供でき
るように鋭意，取り組んでいる。高度 ITの導入には，多
種・大量のデータ，いわゆるビッグデータの高速・高度な
解析が必要であり，高度 ITの開発，適用を推進する全社
のスタッフ誰もが，いつでも迅速に解析できるよう，高度

図5　日本製鉄のデータ利活用プラットフォーム 2)

Overview of NS Data Utilization Platform 2)

図 6　日本製鉄のシステム階層構造
System hierarchy structure of Nippon Steel
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な画像解析，深層学習も可能な高い計算能力を備え，各種
データ解析や，AIの開発ができるプラットフォーム “NS-
DIG® ”を整備した。AI開発のツールとして，既に導入済み
の AI自動化ツールの DataRobot®や，日鉄ソリューション
ズ（株）の画像解析，深層学習ツールの KAMONOHASHI®

などを組み込み，データ準備からデータ解析，AI開発，評
価まで一貫して可能なプラットフォームにした事で，より
効率的に大規模な AIの開発が可能となった 5)。データサイ
エンティストをはじめ，高度なデータ解析や AI開発を進め
るスタッフが活用し，製鉄所のインテリジェント化を推進
中である（図8）。

11.	共通AI稼働プラットフォーム

統合データ解析プラットフォーム NS-DIG®の整備と共
に，各領域での AIモデルの活用検討・検証が進んでおり，
並行して AIモデルを実行する環境についても標準化の取

り組みを行った。AIモデルの各製鉄所へのスムーズな横
展開および基盤構築のアジリティ向上を図るために AI実
行環境の利用要件と標準的な基盤構成を定義した。現在，
それに基づいたエッジコンピューティング基盤 AIRON-
EDGE®を各製鉄所に展開している（図9）。

12.	全社ネットワークおよびセキュリティの強化

現状の全社ネットワーク網 NALSYS（Network All Sys-
tem）は，専用回線を複数契約し，通信の帯域制御／優先
制御機能を駆使し重要通信の保護（冗長構成等）を実現す
る事で，セキュアで安定的な通信を実現している。
昨今の通信量増加（クラウド向け通信量増・画像データ
増・データ利活用増）に追従するにあたり，現 NALSYSで
今後懸念されるのは，通信帯域確保に伴う通信コストの大
幅な増加である。この懸念に対し，“大容量データ通信の
安定化（帯域確保）”を図りつつ，“通信コスト増加を抑制
する”施策として，SD-WAN（Software Defined-Wide Area 
Network）技術を活用した新全社WAN：MARCS（Multi 

図7　NS-Lib のコンセプト 2)
Concept of NS-Lib 2)

図 8　NS-DIGの概略図
Outline of NS-DIG

図 9　AIRON-EDGEの概略図
Outline of AIRON-EDGE



─ 114 ─日 本 製 鉄 技 報 第 421号　（2023）

DXを実現するプラットフォーム群

Access Route Communication System）を整備中である（図
10）。

13.	おわりに

以上，日本製鉄の DXを実現するプラットフォーム群に
ついて，既存のシステム構築の考え方をふまえ，今後の方
針・および現在の整備状況を述べた。今後も，進化を続け
る ICTを適宜取り込みながら，更なるDX拡大への推進力
になるべく活動を継続していく予定である。
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